
 

 

 

 

 

■「選ばれる青森」への挑戦資金とは 

  「選ばれる青森」への挑戦資金は、創業や新商品開発、雇用の創出など、県が推進する前向き

な取組みを行う県内中小企業者を支援する特別保証融資制度です。この制度を活用することによ

り、長期かつ低利（固定）での資金調達が可能となります。 
 

 

■ご利用いただける方 

県内に事業所を有する中小企業者（創業する者を含む。）で、次のいずれかに該当する事業を行う方（※） 
(1)県内で中小企業者として創業する（創業後５年未満の中小企業者を含む。）事業 
(2)県の推進する戦略等に基づく重点推進分野（次のいずれかに該当するもの）に属する事業 
① エネルギー関連産業（再生可能エネルギーのメンテナンス事業等（売電事業を除く。）） 
② 農工ベストミックス型産業（バイオマス資源活用、県産資源を活用した機能性食品開発、食産業と流通業の連携等） 

③ 医療・健康福祉関連産業 

④ 次世代環境自動車関連産業（電気自動車や燃料電池車など次世代環境自動車関連産業分野） 

  ⑤ 知的財産を活用した企業経営に取り組む事業（自社の特許権、実用新案権、意匠権、商標権や開放特許の活用） 

 ⑥ 外貨獲得に向け、輸出をはじめとした海外ビジネス展開を図る事業 

⑦ 観光客等交流人口の増加に伴う経済効果の県内への波及に資すると認められる事業 

(3)空き店舗活用による地域商店街活性化への取組み(市町村の認定を受けたもの、空き店舗活用チャレンジ融資) 

(4)法令等に基づく認定又は国や県等による補助等の採択を受けた事業（次のいずれかに該当するもの） 
① 法律の規定により行政庁の認定（承認を含む。）を受けた事業計画に基づいて行う事業 

（例：経営革新計画、地域経済牽引事業計画） 

② 法律の規定により行政庁の認定を受けた事業計画の区域又は施設内において、計画の趣旨に沿って行う事業 

（例：あおもり生業づくり復興特区） 

③ 県の登録事業等に係る要綱等に基づいて認定又は登録を受けた方が、当該登録事業等の趣旨に沿って行う事業 

（例：青森県健康経営認定制度、環境認証取得又は省エネルギー診断制度） 

④ 国や県等が直接実施する補助等事業や、行政庁から委託を受けた財団法人等が実施する補助等事業において採択 

等された計画事業（例：新事業展開等促進補助事業、専門家派遣事業により設備の導入を行う事業） 

(5)新分野進出を図る取組み 
(6)新商品、新役務又は新技術等の開発及び事業化を行うための取組み 
(7)・(８)再生可能エネルギー（風力、太陽光など）発電設備の導入に係る事業 
(９)常時使用する従業員を新たに２人(一定の要件*に該当する場合は１人)以上雇用する計画を有する事業 

*障害者、中高年失業者、新型コロナウイルス感染症関連離職者である場合又は小規模企業者が雇用する場合 

(10)先端設備又は生産ライン等の改善に資する設備の導入などの生産性向上を図る事業 
(11)職場環境の整備や育児休業取得の支援などの働き方改革を推進する取組 
(12)ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する取組 
(13)ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に資する取組 
(14)事業承継枠 
① 存続見通しがつかない事業者から事業資産の譲渡等により事業基盤の全部又は一部を承継するもの 

② 事業承継の計画作成、又は計画実行のために資金を要するもの（事業承継後５年以内の者を含む） 

③ 事業承継特別保証を利用するもの 

④ 事業承継特別保証を利用し、経営者保証コーディネーターによる確認を受けたもの 

⑤ 経営承継借換関連保証を利用するもの 

(15)地方創生又は地域密着に資するものとして、各取扱金融機関が提案し、県が承認した事業 
    *詳しくは『「選ばれる青森」への挑戦資金～金融機関提案枠のご案内～』をご覧ください。 

 
（※）「選ばれる青森」への挑戦資金の要綱に定める目的に沿うものと認められないものについては、融資対象から除

外されます（例：主たる収入が給与所得、役員報酬又は年金等である者が行う一般居住用の賃貸住宅に係る事業）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※融資条件等については、次ページをご覧ください→ 

令和４年度 青森県特別保証融資制度 



 
■制度の特徴 
○ 県では、当制度（一部*を除く）の利用者に対する信用保証料の一定割合を補助し、利用者の負担を軽
減しています。 
*(3)、(9)、太陽光発電設備の導入に係る事業は補助対象となりません。(10)は中小企業等経営強化法による先端設備等導入計

画を策定し、市町村の認定を受けた場合に限り、 (11)は「働き方改革推進企業認証制度」の認証を受けている場合に限り、(12)

は国又は県等が実施する補助金を活用して行う取組に限り、(13)は「青森県ＳＤＧｓ取組宣言登録制度」の登録を受けている場

合に限り、(14)は④及び⑤の場合に限り、補助対象となります。 
○ 市町村では、当制度の利用者に対する利子又は信用保証料の一部を補給し、利用者の負担を軽減して
います。 

 

■融資条件等 

融資対象 

条件 
(1)～(6) (7)・(8) (９)～(13) 

(14) 
(15) 

①・② ③・④ ⑤ 

融 資 限 度 額  各１億円 ４.８億円 各１億円 １億円 １億円 １億円 

資 金 使 途 

(注１) 
運転資金、設備資金 

運転資金 

設備資金 

運転資金 

設備資金 

既往借入金

の返済資金 

既往借入金

の返済資金 

運転資金 

設備資金 

融 資 利 率 

【固定利率】 

(注２、３) 

年１.１％ 
※(１)について、女性、ＵＩJ ターンによる

創業の場合は、年 0.９% 

※(１)について、創業支援事業計画に基づい

て県内市町村が設置する創業相談窓口の

利用が確認できる者については年１.０％ 

※(１)～(８)について、融資対象(９)の雇用

条件も同時に満たす場合は、年 0.９％ 

（3 人以上雇用する場合は、年 0.７％） 

※(１)～(13)について、三者連携協定（21

あおもり産業総合支援センター、青森県

産業技術センター、青森県信用保証協会）

に関する融資については、年１.０％ 

金融機関所定利率－0.8％ 

(下限 1.６％) 

「経営力向上割引」を利用する場合、 

さらに年 0.5％軽減されます。 

上限 

年１.１％ 

融 資 期 間 
(うち、据置期間) 

運転１０年以内（２年以内）、 

設備１５年以内（３年以内） 

１０年以内 

（１年以内） 

運転１０年以内

（２年以内） 

設備１５年以内

（３年以内） 

融 資 形 式 手形貸付、証書貸付 

信 用 保 証 料  

(注４) 

原則年０.４５％～１.９０％  

(１４)④及び⑤で経営者保証コーディネーターによる確認を受けた場合については、

年０．２０％～１．１５％ 

保 証 人 
原則として法人代表者以外の連帯保証人は徴求しません 

(１４)③・④・⑤については、保証人を徴求しません 

物 的 担 保 必要に応じ徴求 

取扱金融機関  県内に本店又は支店を有する金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金） 

（注１）２(14)③及び④については、保証人（個人に限る）を提供している既往借入金を本制度の融資金で返済（借

換え）することができます。ただし、ニューマネー（増額借換を含む。）については、信用保証協会の保証申込

受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有する法人に限ります。 

    ２(14)⑤については、保証人（個人に限る）を提供している既往借入金を本制度の融資金で返済（借換え）

することができます。 

（注２）雇用を条件とする場合は、以下の事項を満たす必要があります。なお、雇用の条件を満たさない場合や報告を怠

った場合は、当初の融資利率を変更（引上げ）しますのでご注意ください。 

① 融資実行後原則６ヶ月以内に所要人数を雇用すること 

    ② 期間の定めのない正社員として雇用し、法律上義務のある労働保険及び健康保険に加入させること 

    ③ 雇用を開始したとき、県に対して雇用状況を報告すること 

 



（注３）「経営力向上割引」は、融資を行った金融機関に対して、融資実行後も定期的に経営状況を報告（四半期に一

度、試算表及び資金繰り表を提出）することを条件に、所定の融資利率から年０.５％割引く制度です。      

この制度を活用することにより、中小企業者は金融機関から定期的に指導・助言を受けつつ、自社の経営状

況をより的確に把握でき、経営力の向上を図ることができます。 

ご利用にあたっては、融資を申し込む際に、取扱金融機関に対し利用を希望する旨を伝え、所定の様式（確

認書）を提出してください。 

なお、特別な理由なく金融機関に対する四半期ごとの報告を怠った場合、割引の適用除外により、追加負担

を生じる場合があります。 

（注４）県では信用保証料の３０％又は４０％の補助を行っています。（一部は補助対象外。「制度の特徴」をご参照く

ださい。）なお、補助の対象となる融資額は５，０００万円までとなります。 

また、各市町村では、信用保証料又は利子の一部補給を行っています。具体的な条件等については、各市町村

商工担当課又は取扱金融機関の窓口でご確認ください。 

 

■融資の手続き 

  取扱金融機関の融資担当窓口で、この制度を利用して融資を受けたい旨をお申し出ください。 

  （空き店舗活用チャレンジ融資のみ、事前に市町村の認定が必要となります。） 

   

 

  
 

※融資にあたっては、金融機関及び保証協会が審査を行います。（審査の結果、ご希望に添えない場合があります。） 

※ご希望の融資額は、申込者の信用保証枠により制限を受ける場合があります。 

 

■お問い合わせ先 

 ○青森県信用保証協会         電話 017-723-1354（保証業務課） 

○青森県商工政策課商工金融グループ  電話 017-734-9368 

 ○青森県ＨＰ【青森県特別保証融資制度のご案内】 

  https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/shoko/shoko/kenyuusi.html 青森県融資制度 検索

中小企業者 金融機関 保証協会 

①融資申込 

④融資 

②保証申込 

③保証承諾 


